
【様式第1号】

自治体名：伊豆市

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 141,163,153,932   固定負債 43,508,887,483

    有形固定資産 134,056,979,105     地方債等 30,890,999,699

      事業用資産 40,058,351,951     長期未払金 -

        土地 14,155,081,162     退職手当引当金 3,433,882,141

        立木竹 1,329,965,800     損失補償等引当金 -

        建物 54,313,478,823     その他 9,184,005,643

        建物減価償却累計額 -33,922,763,066   流動負債 3,593,801,628

        工作物 8,699,666,628     １年内償還予定地方債等 2,591,544,485

        工作物減価償却累計額 -4,915,632,814     未払金 486,892,201

        船舶 -     未払費用 4,647,016

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 308,537,074

        航空機 -     預り金 199,675,896

        航空機減価償却累計額 -     その他 2,504,956

        その他 115,457,281 負債合計 47,102,689,111

        その他減価償却累計額 -104,928,552 【純資産の部】

        建設仮勘定 388,026,689   固定資産等形成分 146,140,168,308

      インフラ資産 90,114,196,573   余剰分（不足分） -42,287,447,962

        土地 5,015,488,113   他団体出資等分 -

        建物 3,656,516,647

        建物減価償却累計額 -569,831,337

        工作物 137,535,860,992

        工作物減価償却累計額 -57,403,003,781

        その他 1,993,135,840

        その他減価償却累計額 -1,495,264,682

        建設仮勘定 1,381,294,781

      物品 8,040,504,067

      物品減価償却累計額 -4,156,073,486

    無形固定資産 720,473,673

      ソフトウェア 118,680,193

      その他 601,793,480

    投資その他の資産 6,385,701,154

      投資及び出資金 587,977,514

        有価証券 -

        出資金 440,676,234

        その他 147,301,280

      長期延滞債権 107,772,287

      長期貸付金 13,000

      基金 5,713,927,951

        減債基金 473,216,218

        その他 5,240,711,733

      その他 -

      徴収不能引当金 -23,989,598

  流動資産 9,792,255,525

    現金預金 3,871,661,567

    未収金 713,350,498

    短期貸付金 -

    基金 4,977,014,376

      財政調整基金 4,909,014,376

      減債基金 68,000,000

    棚卸資産 30,313,537

    その他 229,960,000

    徴収不能引当金 -30,044,453

  繰延資産 - 純資産合計 103,852,720,346

資産合計 150,955,409,457 負債及び純資産合計 150,955,409,457

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：伊豆市

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 17,895,016

    その他 507,105

純行政コスト 29,059,449,021

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 471,527

  臨時利益 18,402,121

  臨時損失 175,276,130

    災害復旧事業費 174,783,065

    資産除売却損 21,538

    使用料及び手数料 1,104,143,443

    その他 714,866,092

純経常行政コスト 28,902,575,012

      社会保障給付 13,050,657,233

      その他 10,317,267

  経常収益 1,819,009,535

        その他 344,503,412

    移転費用 14,866,308,017

      補助金等 1,805,333,517

      その他の業務費用 539,927,219

        支払利息 162,851,111

        徴収不能引当金繰入額 32,572,696

        維持補修費 898,395,711

        減価償却費 4,722,260,725

        その他 9,253,696

        その他 482,678,549

      物件費等 11,261,721,984

        物件費 5,631,811,852

        職員給与費 2,908,044,621

        賞与等引当金繰入額 305,903,074

        退職手当引当金繰入額 357,001,083

  経常費用 30,721,584,547

    業務費用 15,855,276,530

      人件費 4,053,627,327

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：伊豆市

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 105,096,028,321 144,307,700,149 -39,211,671,828 -

  純行政コスト（△） -29,059,449,021 -29,059,449,021 -

  財源 27,924,878,509 27,924,878,509 -

    税収等 16,821,368,517 16,821,368,517 -

    国県等補助金 11,103,509,992 11,103,509,992 -

  本年度差額 -1,134,570,512 -1,134,570,512 -

  固定資産等の変動（内部変動） 1,934,748,486 -1,934,748,486

    有形固定資産等の増加 7,290,785,414 -7,290,785,414

    有形固定資産等の減少 -4,772,372,792 4,772,372,792

    貸付金・基金等の増加 1,654,636,211 -1,654,636,211

    貸付金・基金等の減少 -2,238,300,347 2,238,300,347

  資産評価差額 5,361,681 5,361,681

  無償所管換等 -25,692,060 -25,692,060

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -83,347,434 -81,949,948 -1,397,486 -

  その他 -5,059,650 - -5,059,650

  本年度純資産変動額 -1,243,307,975 1,832,468,159 -3,075,776,134 -

本年度末純資産残高 103,852,720,346 146,140,168,308 -42,287,447,962 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：伊豆市

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 190,335,243

本年度歳計外現金増減額 1,696,230

本年度末歳計外現金残高 192,031,473

本年度末現金預金残高 3,871,661,567

財務活動収支 2,640,910,574

本年度資金収支額 -213,141,030

前年度末資金残高 3,891,395,494

比例連結割合変更に伴う差額 1,375,630

本年度末資金残高 3,679,630,094

    地方債等償還支出 2,381,719,013

    その他の支出 1,371,570

  財務活動収入 5,024,001,157

    地方債等発行収入 5,024,001,157

    その他の収入 -

    資産売却収入 18,326,743

    その他の収入 59,551,861

投資活動収支 -5,048,399,934

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,383,090,583

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,749,394,864

    国県等補助金収入 1,575,227,087

    基金取崩収入 2,096,289,173

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 8,797,794,798

    公共施設等整備費支出 7,281,844,589

    基金積立金支出 1,515,950,209

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 174,783,065

    その他の支出 261,960

  臨時収入 -

業務活動収支 2,194,348,330

【投資活動収支】

    税収等収入 16,629,688,848

    国県等補助金収入 9,400,901,740

    使用料及び手数料収入 1,232,814,819

    その他の収入 711,271,376

  臨時支出 175,045,025

    移転費用支出 14,865,789,227

      補助金等支出 1,804,814,727

      社会保障給付支出 13,050,657,233

      その他の支出 10,317,267

  業務収入 27,974,676,783

    業務費用支出 10,739,494,201

      人件費支出 3,930,819,127

      物件費等支出 6,309,490,525

      支払利息支出 162,851,111

      その他の支出 336,333,438

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 25,605,283,428



１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金
ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品・・・先入先出法による原価法
ただし、一部の連結対象団体においては、最終仕入原価法によっています。

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（※）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 5年～70年
工作物 1年～60年
その他 5年
物品 2年～45年

ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。
②無形固定資産（※）・・・定額法

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
※リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース取引に係るリース資産を除く

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の
総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上してい
ます。

③損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含
めた将来負担額を計上しています。

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対
応する部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
ア．リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ．ア．以外のファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、３か月以内に満期が到来

する流動性の高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、伊豆市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定し
た預金等としています。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については、当該連結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っていま

すが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差
異が３か月を超える連結対象団体（会計）については、仮決算を行っています。

注　記



２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

４．偶発債務
該当事項なし

５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営事業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―

一部事務組合・広域連合 比例連結 18.32%
一部事務組合・広域連合 比例連結 41.87%
一部事務組合・広域連合 比例連結 58.21%
一部事務組合・広域連合 比例連結 8.45%
一部事務組合・広域連合 比例連結 10.83%
一部事務組合・広域連合 比例連結 1.05%
一部事務組合・広域連合 比例連結 1.59%

第三セクター等 全部連結 ―
連結の方法は次のとおりです。
①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
②一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。
③第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体
　を含みます。）は、全部連結の対象としています。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、
　出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。ただし、出資割合が25％未満であって、損失補償を付している等の重要性が
　ない場合は、比例連結の対象としていない場合があります。

(２)出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の
係数をもって会計年度末の係数としています。

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合
は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

駿東伊豆消防組合
静岡県後期高齢者医療広域連合
静岡地方税滞納整理機構
社会福祉法人伊豆市社会福祉協議会

温泉事業特別会計
下水道事業会計
駿豆学園管理組合
伊豆市伊豆の国市廃棄物処理施設組合

伊豆市沼津市衛生施設組合
静岡県市町総合事務組合

水道事業会計

団体（会計）名
国民健康保険特別会計
介護保険特別会計
後期高齢者医療特別会計


